
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 6 年度 事 業 報 告 書

コ

1 事業の成果
環境防災セミナー (テ レセミナー)の開催や参加を実施した。環境防災 コンシェルジェのメンパーをは

じめ、聴衆の皆様の環境防災への意識の向上や注意喚起を図ることができた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 】千円)

〈2)その他の事業 (事業費の総費用 【  0  】千円)

事 業 報 告 用

定欣に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

賞盃
対象者
人数

事業費
(千円)

セ ミナー 2025環境防災セミナー
令和 7年

6月 11日

ホテル グ

ラ ン ドヒ

ル市ヶ谷

10名
ズーム接

続者
100名 0円

セ ミナー
日本機械学会全国大会で
の環境防災論文 3編発表

令和 6年

9月 8日
愛媛大学 50名 聴講者 50名 0円

セミナー
日本機械学会関東支部大
会での環境防災論文 1編
発表

令和 7年

3月 3日
埼玉大学 50名 聴講者 50名 0円

定欣に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

本年度、その他事業無し



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 6年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
特定非営利活動法人  環境

事 業

270.756
0

270.756

受取利息

取

事業収益
事業収益

工会員受取会費
賛助会員受取会賞

5 その

■取寄附金
施設竿受入評価益

270.75C

270.20C

1

1

2

2 の

件費

給料手当
役員報酬

退職給付費用

機利厚生費

役員報酬

給料手当
退職給付費用
福利厚生費

会議費
′,旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

その

270.20C
270.20C
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 6年度 貸借対照表
事 業

特定非営利活動法人 環 コンシェルジ

資 産 の 部

756

0

0

現金頂金

未収金

棚卸資産

固定資産

(1) 形
車両運搬具

什器備品

2) 形
ソフ トウェア

借地権

3 の の

敷金
長期貸付金

2

A

の

2

+

1

B-1

未払金

預り金

長期借入金

退職給付引当金

B-2
正

の

正

756

()

月|サ ■:

正

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 756

【A】 資 産 合 計 ①+②

´
一



1

16 28

令和 6年度  計算書類の注記

重要な会計方針
計算書類の作成は、

(1'棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(・ ,施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消 費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況

特定非営利活動法人 環境防災 エルジ

によっています。

円 )

事業
事業部門計 合計科 目

'「業 事業
.1:業

1 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1' 人件費

給料手当
役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2' その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

事 業

管理部門

L___埜墜___上_全笙_



内容 期末残高 備 考

合計

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです  

当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されて
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳
円

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

現在、事業を行っていない。

その他の事業に係る資産の状況

その他の事業は無し。

取得 減少 期末取得価額科 目 .l  .‐ .|― :

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 当期返済

合計

内、役員と
の取引

内、近規者

及び支配法
人との取引

科 目

計算書類に
計 卜された
金額

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

4.

期 L」 残高 工菫期増加匝I当 期減少額

I亜豆董

1期末残高匡墾□望≡



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 6年度 財産目録
特定非営利活動法人 環境眈

ヨ■ ■L
テ  禾

金   額 /h i+   

()

756

販売用寄附物品

2

1

そ

事業未収金

事業末収金

車両運搬具
事業用車両

ソフトウェア
オペレーンョンシステム
文書編集 ノフト

現金
ξ野

't銀行普通預金ゆ っ ン_

主たる事務所
従たる事務所

750 766

【A】 資 産 合 計 ①+② 766 756

|_.=三 :|

の

職 員

未払全
給与
社会保険料

長期借入金
銀行借入金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-11 766 750

|

01

7561

0

0

ol

貢]
】 負 {1



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 6年度年間役員名簿 (前事彙年度において■■であつたことがある全■の氏名及び住所又は■所壺

びにこれらの者についての前事彙年度における報酬の有

コ

2 役員一覧

事 業 報 告 用

¬ 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてくだ

ごMレら人下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
画各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

役 名
どちらかにO
⌒

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1

監事

′‐ヽ

タカナシ ワコウ 令和3年9月 15日

～令和6年6月 11日

令和3年 9月 15日

～令和6年 6月 11日
高梨和光

無壁ソ監事

⌒

tYE ^/ri 令和3年9月 15日

～令和6年 6月 ll日

年  月  日

年  月  日矢代晴実

3

監事

⌒

オオムラ サツキ 令和3年9月 15日

～令和6年 6月 11日

年  月  日

年  月  日大村さつき

4

監 事

⌒

アカサカ オサム 令和4年 10月 20日

～令和6年6月 11日

年 月

月

日

日年赤坂 修

5

監事 ニシムラ サトシ 令和4`年 10月 20日

～令和6年6月 11日

年   月 日

曰年 月西村 聡

6
t賢,.監
事

⌒

ヨコタ コ ウ 令和4年 10月 20日

～令和6年6月 11日

年 月

月

日

曰年横田 剛

監事 lll'ttro 令和4年 10月 20日

～令和6年6月 11日

年 月

月

ロ

年 日梅田佳裕

8

理事でっ シマ ナオコ 令和4年 10月 20日

～令和6年 6月 11日

年 月

月

日

日年嶋 直子

9 理事・監事
令和 年 月 日
～令和 年 月 日

年   月 日

日年 月

10 理事・監事
令和 年 月 日
～令和 年 月 日

年   月 日

日年   月



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 コ エ

氏   名 住 所 又 は 居 所

高梨和光

2
矢代晴実

ｎ

） 大村さつき

4
赤坂 修

5
西村 聡

6
横田 剛

7
梅田佳裕

8
嶋 直子

9
佐藤源一郎

10
佐藤素子

11
大串宣貴

12
阿曽利光



岩瀬浩之
13

14

茂木之浩

15

小林幹幸

中村幹根
16

17

高梨敏子

18

アレン トレバー




